（別紙２）
　職員名簿　（指導実施日の前々月の初日現在）
	氏　　　　　名
	当該事業所
における
職種
	兼務先
及び職種
	専任兼任の別
（いずれかに〇）
	常勤非常勤の別
（いずれかに〇）
	当該事業所で勤務を始めた日
	当事業所における勤続年数
	同法人における勤続年数
	資格及び
資格取得年月日
（事業所保管の写しで確認）

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	
	
	
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	
	
	
	

	合計
	名
	
	
	
	
	
	
	
	


　
記入例
	氏　　　　　名
	当該事業所

における

職種
	兼務先
及び職種
	専任兼任の別
（いずれかに〇）
	常勤非常勤の別
（いずれかに〇）
	当該事業所で勤務を始めた日
	当事業所における勤続年数
	同法人における勤続年数
	資格及び
資格取得年月日
（事業所保管の写しで確認）

	○○　○○
	管理者
	―
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	Ｈ１０．４．１
	２０年３月
	
	―

	〃
	主任介護支援専門員
	―
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	同　　　　　上
	２０年３月
	
	介護支援専門員

Ｈ１２．５．１
主任介護支援専門員研修
H２８．１１．１

	□□　□□
	介護支援専門員
	―
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	Ｈ１３．６．２
	１７年１月
	
	介護支援専門員

Ｈ１２．５．１

	〃
	―
	○○訪問介護

訪問介護員
	専任　　兼任
	常勤　非常勤
	―
	―
	１０年３月
	ヘルパー研修１級

Ｈ６．４．１


※　職員名簿等の既存資料がある場合は、当該資料を提出していただいても構いません。　その場合においては、必ず上記の記載項目と同様の項目を記載してください。
（別紙３）
サービス利用者一覧表　（実地指導の通知日以降で最新のもの）
	番号
	氏　　　　　　　名
	年齢
	要介護度
	住　　　　　　　所
	利用開始

（終了）

年月日
	サービス

担当者

会議開催

年月日
	居宅

サービス

計画見直し

年月日
	併設

事業所

利用
	加算減算の有無
	担当

介護支援専門員
氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	初回

加算
	運営基準減算
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


記入要領
　①　利用者名簿等の既存資料がある場合は、当該資料の写しを提出していただいても構いません。　その場合においては、必ず上記の記載項目と同様の項目を記載してください。
　②　「年齢」及び「要介護度」　⇒　記載対象期間中に変更があった場合は、変更前と変更後の内容を記載してください。　（例　年齢「67→68」、要介護度「3→2」）

　③　「要介護度」　⇒　要介護の利用者は数字のみ、要支援の利用者は　「支１」「支２」　と記載してください。
　④　「利用開始（終了）年月日」　⇒　記載対象期間中に利用を終了した場合は、利用開始年月日のほかに、（　　）書きで利用終了年月日を記載してください。

　⑤　「サービス担当者会議開催年月日」　⇒　直近月の開催日を記載してください。

　⑥　「居宅サービス計画見直し年月日」　⇒　直近月の見直日。行っていない場合は、計画作成年月日を記載し、併せて　「（見直しなし）」　と記載してください。

　⑦　「併設事業所利用」　⇒　同一敷地内にある居宅サービス事業所を利用している場合に　「有」　と記載してください。

　⑧　「加算減算の有無」　⇒　それぞれについて、該当する場合に　「○」　と記載してください。

